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訪問看護ステーション やまのて  運営規程 

 

(事業目的) 

第１条 訪問看護ステーション やまのて(以下「当ステーション」という)は、健康保

険法及び高齢者の医療の確保に関する法律（以下「後期高齢者医療制度」という）

による指定訪問看護、介護保険法による指定訪問看護・介護予防訪問看護を行う事

業所として、在宅療養者等の生活の質の確保に資する見地から、ご利用者の居宅に

おける療養生活及び心身の機能の維持回復を支援することを目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条 当ステーションは、自宅で療養されているご本人とそのご家族を尊重し、その

人らしい生活が住み慣れた地域で継続できるよう配慮するとともに、市町村及び地

域との結びつきを重視し、他の保健、医療又は福祉サービスとの密接な連携をとり

ながら、ご利用者の健康が増進されるよう努めるものとする。 

 

(事業の名称等) 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名称 訪問看護ステーション やまのて 

（２）所在地 札幌市西区山の手３条６丁目４番６号 

 

（職員の職種、員数及び職務内容(指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護を兼任)） 

第４条 この事業所には次の職員を置く。ただし、必要に応じて理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、事務職員などの職員を増員又は臨時の職員を置くことができる。 

     管理者（保健師）  １名 

     看護師  7名（常勤 6名、非常勤１名） 

     事務職員 １名 

（１）管理者 

管理者は、自ら訪問看護を行うほか、健康保険法、後期高齢者医療制度、介護保

険法及び関係法令並びに監督官庁の指示に従い、職員を管理し、適切な指定訪問

看護が行われるよう必要な配慮をする。 

（２）看護師等 

看護師等は、医師の指示に基づき、訪問看護計画書及び訪問看護報告書を作成し、

指定訪問看護の提供に当たる。 

（３）事務職員 

事務職員は、一般事務及び庶務に関する事に従事する。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

（１）営業日 

月曜日から金曜日までとする。ただし国民の祝日、１２月３０日から１月３日、 

８月１３日から８月１５日までを除く。 

（２）営業時間 

午前９時から午後５時までとする。 

（３）電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制とする。 



-2- 

 

 

（訪問看護内容） 

第６条 指定訪問看護の内容は次のとおりとする。 

（１） 症状・障害の状態観察と処置 

（２） 入浴・清拭・洗髪等による清潔の看護 

（３） 食事、水分・栄養摂取の管理・排泄ケア 

（４） 褥瘡や創傷の処置 

（５） 機能回復・機能訓練（リハビリテーション） 

（６） ターミナルケア 

（７） 認知症や精神障害者の看護 

（８） 療養生活指導 

（９） 療養上の医療機器、カテーテル等の操作援助・管理 

（１０）服薬管理 

（１１）ご家族に対する介護指導、相談 

（１２）その他医師の指示による診療の補助業務 

（１３）社会資源の活用 

 

（利用料等） 

第７条 指定訪問看護を提供した場合の利用料は次のとおりにする。 

（１）医療保険の適応により、指定訪問看護を提供したときは、基本利用料として後期

高齢者医療制度及び健康保険法等により規定する厚生労働大臣が定める額の支

払いを受け取るものとする。 

（２）介護保険法の適用により、指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護を提供したと

きは、利用料として介護保険法により規定する厚生労働大臣が定める額の支払い

を受け取るものとする。 

（３）医療保険法・介護保険法の適用による、その他の利用料としての金額の支払いを

利用者から受け取るものとする。 

 

《医療保険》 

・ 超過料金（９０分を越えた場合、３０分につき１，０００円） 

・ 交通費 

    往復５ｋｍまで      ２００円 

    ５～１０ｋｍ       ４００円 

    １０ｋｍ以上       ６００円 

    公共交通機関利用     実費（最大６００円まで） 

    タクシー利用       ６００円 

・ 死後の処置料金 (訪問看護に連続しての在宅処置の場合１０，０００円) 

・ キャンセル料（キャンセルの連絡がない場合、交通費（実費）） 

・  有料駐車場を使用した場合実費 

 

《介護保険》 

・ 交通費 (利用者の住所が札幌市西区、中央区、手稲区以外の場合) 

   往復５ｋｍまで       ２００円 

   往復５～１０ｋｍ      ４００円 

   往復１０ｋｍ以上      ６００円 
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   公共交通機関利用      実費 

・ 延長利用加算 (訪問看護時間が９０分を超えた場合、３０分につき１，００

０円) 

・ 死後の処置 (訪問看護に連続しての在宅処置の場合１０，０００円) 

・ キャンセル料（キャンセルの連絡がない場合、交通費（医療保険に準ずる）） 

その他の利用料の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前

に文書で説明した上で、支払いに同意する旨の文書に署名(記名押印)を受け取

ることとする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は、札幌市西区、中央区、手稲区の区域とする。 

 

（利用料滞納以外における契約解除事項） 

第９条 当ステーションのサービス及びその職員の人権を守る観点から、以下の事由等

の発生が確認された場合、契約を解除するものとする。 

（１）利用者が当ステーションへ著しい不信行為を行う場合 

（２）利用者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係団体及び暴力団、暴力団員、暴力団で

なくなった時から５年を経過しない者又は関係者、暴力団関係企業、総会屋、社

会運動標榜ゴロ又は特殊知能暴力団、その他の反社会的勢力、又は暴力団関係者

との利害関係者であることが判明した場合（札幌市暴力団の排除の推進に関する

条例に基づく） 

（３）職員に対して、暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷、セクシャルハラスメントなど

のハラスメント行為などが発生し、関係者間で協議した結果、解決困難で健全な

信頼関係を築くことができないと判断した場合 

 

（衛生管理等） 

第１０条 看護師等の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事務所の整備及

び備品等の衛生的な管理に努めるものとする。 

２ 感染症の発生・蔓延防止のための措置を講ずるものとする。 

（１）指針の整備 

（２）感染対策委員会の開催 

（３）研修及び訓練の実施 

 

（秘密保持と個人情報の保護） 

第１１条 当ステーションは、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業所者における個人情報の適切

な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとする。 

２ 当ステーション及びその職員は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びその

家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしてはならない。 

３ この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続する。 

４ 当ステーション及びその職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持

させるため、職員である期間及び職員でなくなった後においても、その秘密を保持

するべき旨を雇用契約の内容とする。 

５ 当ステーションは、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議

等において、利用者の個人情報を用いてはならない。また、利用者の家族の個人情

報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家
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族の個人情報を用いてはならない。 

６ 当ステーションは、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙に

よるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管

理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止ししなければならない。 

７ 当ステーションが管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示

することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅

滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとする。(開

示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担とする。) 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１２条 当ステーションは、利用者の人権の擁護・虐待等ハラスメントの防止等のた

めに、次に掲げるとおり必要な措置を講ずるものとする。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定する 

   虐待防止責任者 管理者 谷藤 伸恵 

（２）虐待防止のための指針の整備 

（３）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

（４）成年後見人の利用を支援する 

（５）苦情解決体制を整備する 

（６）サービス提供中に、当ステーション職員が養護者（現に養護している家族・親族・

同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこ

れを市町村に通報する。 

 

（緊急時における対応方法） 

第１３条 看護師等は、訪問看護を実施中に、利用者の病状に急変、その他の緊急事態

が生じたときには、市町村・主治医・ご利用者の家族（緊急連絡先）、利用者に係

る居宅介護支援事業者等に連絡を行い、必要な措置を行わなければならない。 

① 状況の把握と対処 

② 主治医に指示を受け利用者の安全確保 

③ 状況及び事故に際して採った処置について事故報告書に記録する 

④ 原因を解明し再発生を防ぐための対策を講ずる 

⑤ 賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償についての相談に応じる 

 

（感染症蔓延防止及び災害等発見時の対応） 

第１４条 感染症や非常災害の発生時においては、本事業を継続的に実施するため、及

び非常時の体制が早期の事業再開を図るために、次の措置を講ずるものとする。 

① 業務継続計画の策定 

② 研修・訓練の実施 

③ 必要に応じて業務継続計画の見直し、変更 

２ 感染症蔓延及び災害発生時において、その規模や被害状況により通常の業務を行

えない場合、災害時の情報、被害状況を把握し安全を確保した上で、利用者の安

否確認や支援、主治医や関係機関との連携及び必要時の連絡を行う。 

３ 指定感染症蔓延時において、通常の業務を行えない場合、感染症の拡大状況を把

握し予防対策を講じた上で、必要な連絡を行う。 

 

（苦情対応） 

第１５条 当ステーションに関する苦情、または提供されたサービスに苦情がある場合、
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事業者、介護支援専門員、市町村又は国民健康保険団体連合会に対して、いつでも

苦情を申し立てることできるものとする。 

２ 当ステーションは、前項の規定に基づき、利用者からの相談又は苦情等に対する常

設の窓口（連絡先）、担当者を次のとおり設置するものとする。 

  相談・苦情受付担当①  管理者・保健師 谷藤 伸恵 

  受付時間        午前９時から午後５時まで（月曜日から金曜日） 

  電話番号        ０１１－６１４－２０３３ 

相談・苦情受付担当②  人事担当 篠田 崇次 

  受付時間        午前９時から午後５時まで（月曜日から金曜日） 

  電話番号        ０１１－６１４－５１２３ 

苦情対応・解決方法 

① 苦情は面接・電話・書面などにより苦情受付担当者が随時受け付ける。苦情があ

った場合は直ちに苦情受付担当者が相手方へ連絡をとる、又は直接訪問するなど

により、詳しい事情を聞くとともに担当看護師からも事情を確認する。その内容

を把握し記録する。 

② 苦情の内容によっては市町村・居宅介護支援事業所と連絡をとり検討する。 

③ 対応策の事項（サービス計画の変更、サービス提供の改善、連絡調整など） 

④ 対応策実行後の結果の確認 

⑤ 結果について迅速に誠意を持って苦情申出人に報告し、解決に努める。 

⑥ 記録を整理し再発防止に役立てる。 

＊事業者は利用者が苦情の申し立て等を行ったことを理由として何らかの不利益な

取扱いをしてはならない。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第１６条 看護師等の資的向上を図るために研修の機会を次のとおり設けるものとし、

また、業務体制を整備する。 

（２） 採用時研修  採用後半年以内医療法人耕仁会の採用研修会に参加する。 

（３） 継続研修   年間２回以上、関係研修会へ参加する。 

２ この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は、医療法人耕仁会と当ステー

ションの管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

附則 

この規定は、平成１５年１２月 １日から施行する。 

この規定は、平成１７年 ９月 １日から施行する。 

この規程は、平成１７年１１月１４日から施行する。 

この規程は、平成１７年１２月 １日から施行する。 

この規程は、平成１８年 ３月 １日から施行する。 

この規程は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２０年 ２月 １日から施行する。 

 この規程は、平成２２年 ４月 １日から施行する。 

 この規程は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

 この規程は、平成２５年１２月２５日から施行する。 

 この規程は、平成２６年 １月２１日から施行する。 

 この規程は、平成２６年 ６月 １日から施行する。 

 この規程は、平成２６年 ８月１６日から施行する。 

この規程は、平成２６年１０月 １日から施行する。 
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この規程は、平成２７年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２７年 ５月１１日から施行する。 

この規程は、平成２７年１０月 １日から施行する。 

この規程は、平成２８年 １月 ４日から施行する。 

この規程は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２８年 ４月３０日から施行する。 

この規程は、平成２９年 ５月 ６日から施行する。 

この規程は、平成３０年 ３月 １日から施行する。 

この規程は、平成３０年１０月 １日から施行する。 

この規程は、令和 元年１０月 １日から施行する。 

この規程は、令和 元年１０月１１日から施行する。 

この規程は、令和 ２年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ３年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ３年 ７月１０日から施行する。 

この規程は、令和 ３年１０月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ４年 ５月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ４年 ５月 ２日から施行する。 

この規程は、令和 ４年 １１月１日から施行する。 

この規程は、令和 ５年 ４月２１日から施行する。 

この規程は、令和 ５年 ６月２６日から施行する 

この規程は、令和 ５年 ９月１５日から施行する 

この規程は、令和 ６年 ４月 １日から施行する 

この規程は、令和 ７年 １月 ６日から施行する 

 

 

 
 


